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重要な会計方針

当社は米国で一般に公正妥当と認められる会計原則に従って

連結財務諸表を作成しております。連結財務諸表の作成は、

決算日における資産、負債の計上金額および偶発資産、偶発

債務の開示および報告期間における収益・費用の計上金額に

影響を与えるような見積り、判断、仮定を必要とします。当

社は、継続的に、過去の実績あるいは状況に応じ合理的と判

断される範囲での様々な仮定に基づき、その見積りと予測を

評価しております。これらの評価の結果は、資産、負債、収

益および費用の計上金額についての判断の基礎となります。

実際の結果は異なる仮定を置く事により、これらの見積りと

異なる場合があります。当社は会社の財政状態および経営成

績に重要な影響を与え、かつその適用にあたってマネジメン

トの重要な判断や見積りを必要とするものを重要な会計方針

であると考えております。

収益の認識

収益の認識の時点は当期純利益に直接影響を与えるため、収

益の認識は連結財務諸表を作成する上で重要であると当社は

考えております。

当社は主に機器とサプライ用品の販売および関連サービスの

提供により、それぞれ個別の契約取り決めによって収益を認

識しております。当社の収益認識は、取引を裏付ける確固た

る証拠が存在すること、製品が出荷されお客様がそれを受領

したまたはサービスがお客様に対して提供されたこと、売価

が確定しているまたは確定し得るものであること、および適

切な回収可能性が見込まれることの要件が満たされた時点で

行っております。しかしながら、収益の認識の時点は契約の

内容に依存するため、契約に関する当社の判断は、収益の認

識の時点に重要な影響を与えます。

当社による設置作業が必要な製品の販売においては、製品の

設置が完了しお客様に受領された時点で収益を認識しており

ます。機器の売上は製品の種類と機種ごとの確定価格に基づ

いており、値引き額は差し引いております。

製品の返品は機器に欠陥があり、当社の製品の仕様に適合し

ない場合のみ応じております。販売契約には設置以外にお客

様の受領条項はありません。

サービスの売上は保守契約が中心で、通常、機器を販売した

時点で契約を締結しております。標準的なサービス料は機器

の種類によって決まり、過去の経験に基づき実施が予想され

るサービスの原価に利益率を加味した水準に設定しておりま

す。月次ベースで、保守サービスの収益を認識し、契約に従っ

てお客様に請求しており、月間の固定料に利用量に応じた額

を上乗せしております。契約期間は最長５年ですが、大半の

契約はお客様からの事前の通知によって解約が可能です。

貸倒引当金

当社はお客様の信用を継続的に評価しており、お客様の支払

履歴、ならびに現在の信用情報を見直して、信用限度を調整

しております。お客様からの回収と支払いを継続して監視し、

過去の貸倒れ実績および特定顧客の債権における回収可能性

に基づいて、予測される貸倒れに対し引当金を計上しており

ます。こうした貸倒れはこれまでは当社の予測、ならびに計

上した引当金の範囲内でありましたが、これまでと同様の貸

倒率が続くことは保証できません。お客様の基本的な財政状

態の変化が当社の経営成績および財政状態に重要な影響を及

ぼす可能性があります。

年金の会計処理

連結財務諸表で認識される退職年金制度および退職一時金制

度の数値は、一定の前提条件による数理基準で計算され決定

されています。これら制度における退職給付費用および退職

給付債務の算定に使用される見積りには、年金資産の長期期

待収益率、割引率、給与水準の予測上昇率、平均残存勤務年

数等が含まれております。特に、年金資産の長期期待収益率

と割引率は重要な基礎率です。これら見積りは最低年に一度

評価され、予測される事象や周辺環境の変化が基礎率に重大

な影響を与えることがあります。米国会計原則に基づき、実

績と予測が異なった場合には、その差異を繰延べて将来の期

間にわたって償却されることにより、毎年の退職給付費用の

変動は軽減されます。当連結会計年度末の退職給付積立状況

（退職給付債務と年金資産公正価値の差額）を連結貸借対照

表で認識しており、その額は1,409億円です。

当社グループは、前連結会計年度および当連結会計年度の年

金資産の長期期待収益率について、それぞれ3.2％および

2.9％を適用いたしました。年金資産の長期期待収益率を決

定するため、当社は現在および予想される年金資産の配分と

年金資産を構成するそれぞれの資産に対して、過去の実績の

分析に基づいた将来期待される長期収益およびリスクを考慮

しております。予測される年金資産の配分は、年金資産を構

成するそれぞれの資産について、将来期待される長期収益を

考慮して実施しております。年金資産は持分有価証券、負債

有価証券、生命保険一般勘定およびその他に分類され、それ
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ぞれ35％、35％、20％および10％と配分することにより、

年金資産収益の変動水準を抑えリスクを軽減しております。

当連結会計年度末現在の年金資産の配分実績は、おおむね上

記の予定配分比率によって構成されております。前連結会計

年度および当連結会計年度の年金資産の実際収益率は、それ

ぞれ15.5％および2.2％でした。年金資産の実際収益は市況

により期待値より変化することがあります。年金資産の時価

は制度の測定日の公正価格を使用しております。

その他の重要な基礎率は、年に一度の退職給付債務の数理評

価に用いる割引率です。当社グループは、前連結会計年度末

および当連結会計年度末現在の割引率について、それぞれ

3.7％および3.4％を適用いたしました。割引率は適正にす

るために、現在利用可能で退職給付債務の予測期間と同じ間

に利用可能と予測される高格付けの確定利付投資の現行利回

りについて、利用可能な情報を参考に決定されます。

企業結合

当社は企業結合を取得法を用いて会計処理を行っておりま

す。取得法では、被結合会社の資産および負債を取得日の公

正価値で認識する必要があります。取得した資産に割り当て

られた見積公正価値および資産償却年数の決定についての判

断は、減価償却や償却費用を通じて、またその資産に減損が

発生している場合には減損費用の計上により、取得後の期間

の利益に重要な影響を及ぼします。

当社は無形固定資産の見積公正価値の決定において収益予測

を利用しております。キャッシュ・フローの動向によるリス

クファクターに照らし、最適な割引率を用いて将来キャッ

シュ・フローを割り引く方法により見積公正価値を決定して

おります。

無形固定資産の耐用年数は、異なる無形固定資産はそれぞれ

の耐用年数を有し、耐用年数が確定できない資産は償却対象

外とする必要があります。耐用年数の確定できない無形固定

資産は、当社の資産運用状況、耐用年数や実負担なしの更新・

延長に影響する法律もしくは契約上の条件、需要や競合、お

よびその他の経済要因に基づいて定期的に再評価されます

長期性資産とのれんの減損

当連結会計年度末現在の有形固定資産、のれんおよびその他

の無形固定資産の合計は6,164億円であり、資産合計の

27.2％を占めております。こうした資産の価値の変動は当

社の経営成績および財政状態に多大な影響を与える可能性が

あるため、長期性資産の減損は連結財務諸表を作成する上で

重要であると当社は考えております。

当社は妥当性を維持するため、のれんの簿価の見直しを定期

的に行っております。これは将来キャッシュ・フローの見積

りに基づいております。

当社は資産または資産グループの帳簿価額が回収できない可

能性を示す状況に直面した場合、当該資産価値減損の認識の

要否を検討しております。回収可能性の検討においては各資

産または資産グループから得られると予測される割引前将来

キャッシュ・フローを見積り、それが当該資産または資産グ

ループの簿価を下回る場合には、資産価値の減損を認識いた

します。この認識は当該資産または資産グループの公正価値

に基づいて算定しております。処分予定の長期性資産は、帳

簿価額または売却に要する費用控除後の公正価値のうちいず

れか低い価額で評価しております。

将来のキャッシュ・フローの見積りは適切であると当社は考

えておりますが、キャッシュ・フローに関する前提が異なる

場合、当社の評価に重要な影響を及ぼす可能性があります。

有価証券の減損

売却可能有価証券の公正価額の下落が一時的でないと判断し

た場合は、その時点の公正価額まで評価の切り下げを行い、

当該切り下げ額を損益に計上しております。売却可能有価証

券について下落が一時的か否かの判断は、被投資会社の財政

状態と短期の見通しおよび当社に市場価格の回復が見込まれ

る時期までその投資を続ける意思と能力があるか等の観点か

ら行っております。当社は多くの有価証券を保有しており、

こうした資産の価値の変動は当社の経営成績および財政状態

に重要な影響を与える可能性があるため、有価証券の減損は

連結財務諸表を作成する上で重要であると考えております。

繰延税金資産の実現可能性

当社は、企業会計上の資産および負債と、課税所得計算上の

資産および負債の間に生じる一時差異の影響を、実効税率を

用いて繰延税金資産および繰延税金負債に計上しておりま

す。税率変更による繰延税金資産および負債への影響は、そ

の税率変更に関する法律の制定日を含む年度の期間損益とし

て認識されることになります。

当社は、繰延税金資産について回収の可能性がないと見込ま

れる金額まで評価性引当金を計上しております。評価性引当
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金の計上に際しては、将来の市場状況、当社の収益予測、将

来の課税所得、課税管轄地域ごとの利益の状況、堅実で実行

可能性の高い税務戦略等を考慮しております。計上している

純繰延税金資産の一部または全部が回収不能と判断された場

合には、回収できない金額をその連結会計年度の損益に計上

します。同様に、評価性引当金を計上していても、純繰延税

金資産が回収可能と判断されれば、評価性引当金を戻し入れ

ます。当社が繰延税金資産を回収するには、その繰延税金資

産を計上している課税管轄地域において、十分な課税所得を

計上する必要があります。


